業務出張様式４


業務出張報告書

	業務出張者
	坂本　ルミ子
	所属
	青山荘
	職種
	事務員

	出張目的
	新体系サービスへの移行に伴う事業者説明会への参加

	出張先
	県民福祉プラザ

	期間
	平成１８年　７月３１日　～　平成　　年　　月　　日

	法人担当者
	

	相手
	

	場所
	

	報告内容

○利用者負担の上限額管理事務

自立支援法の障害福祉サービスにかかる利用者負担については、利用者の負担の軽減を図る観点から支給決定障害者等の所得等の現状に応じて負担上限月額を設けることとしており、支給決定障害者等は、当該負担上限月額を越えて利用者負担を支払う必要がないこととされている。

　これに伴い、支給決定障害者等のうち一月あたりの利用者負担額が負担上限月額を超過することが予測される者については、当該支給決定障害者等の利用者負担の上限額の管理が必要になるものである。H18年10月以降は、請求明細書が事業所番号単位で作成されることから、支給決定障害者等が複数事業所からサービス提供を受けても、同一事業所番号で括られた事業所のみからの提供の場合、請求明細書の作成段階で、負担上限月額を超えない処理がなされる。そのため、上限額管理事務は不要となる。上限額管理が必要となるのは、異なる事業所番号の事業所からサービス提供を受け、かつ、各事業所番号単位での利用者負担額の合算額が負担上限月額を超過したときとなる。

○上限額管理事務の見直しについて

あらかじめ、提供するサービスの種類によって利用者負担額を徴収する優先順位を定め、優先順位の高いサービス事業者から順に、負担上限月額に到達するまで利用者負担額を徴収する。

　提供されるサービス量、生活面を含めた利用者との関係性、サービス管理責任者の配置の有無や事

務処理体制等を総合的に勘案し、以下の順序とする。

1 居住系サービス…障害者支援施設、指定旧法施設、ケアホーム。グループホーム

2 日中活動系サービス…指定相談支援事業所、生活介護事業所、自立訓練事業所、

就労移行支援事業所、就労継続支援事務所、

児童デイサービス事業所、旧法通所施設

3 訪問系サービス…重度訪問看護事業所、居宅介護事業所、行動援護事業所

4 短期入所サービス

○全国統一の国保連合会支払システム

障害福祉サービス費について、市町村はサービス事業者からの請求に基づき、内容を審査のうえ支払うこととされているが、この審査支払事務の効率化と平準化を図るため、H19年10月以降から国保連合会に支払事務の委託を進めることとしている。国保連合会の支払システム稼動後は、障害福祉サービス費の請求・審査・支払事務の迅速化を図るため、都道府県、市町村、サービス事業者、国保連合会の関係機関を回線で結合させたネットワークシステムを形成する。指定サービス事業所と国保連合会はインターネット回線、都道府県・市町村と国保連合会はLGWAN回線の使用の検討を進めている。

	次回予定
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	内容
	

	理事長コメント


1． 参照となる資料の添付
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